




の評価関数」を作成し，それに基づいて令和 2年
7月豪雨における犠牲者数の推定を行った。本節
ではこの成果をもとに，令和 3年 8月の大雨にお
ける犠牲者発生数の推計を行った。推計犠牲者発
生数は，各雨量メッシュにおける人口データと評
価関数から算定される人口 1万人あたり犠牲者数
の積を日本全メッシュで積算することで推計され
る。犠牲者発生数推計の評価関数は，過去 3事例
の豪雨（平成30年 7 月豪雨，令和元年台風19号，

令和 2年 7 月豪雨）をもとに 7指標既往最大比最
大値のランク別の人口 1万人あたり犠牲者発生数
を集計し，ロジットモデルの近似式に当てはめる
ことで作成した。作成した評価関数を図20に示す。
なお，評価関数は 5 kmメッシュで作成している。
令和 3年 8月の大雨の 7指標既往最大比最大値は，
図18の最下段右側の分布図のとおりとなる。ただ
し，犠牲者発生数推計の評価関数を 5 kmメッ
シュで作成したので， 5 kmメッシュで算出した

図19　平成30年 7 月豪雨での各降雨指標の既往最大比分布と犠牲者発生位置
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7 指標既往最大比からこれらの最大値を算出し直
している。
　令和 3 年 8 月の大雨を対象に算出した 5 km

メッシュごとの犠牲者発生数の推計値の分布とこ
れらを全国で積算した数を図21（左）に示す。前
述したように，令和 3年 8月の大雨期間中の犠牲
者は13人であったが，本手法で推計される犠牲者
発生数は25人程度であった。本手法による推計で
は， 7指標既往最大比最大値が大きくなっていた
長崎県，佐賀県周辺の他，広島県や京都府，岐阜
県，長野県などの一部において 5 kmメッシュ内
での犠牲者発生可能性として0.10～1.0人といった
推計値が出ており，他の地域よりも犠牲者が発生
する可能性が高かったことを示している。 2．で
示したように，実際に発生した犠牲者13人の発生

地点は，長野県（ 3 人），広島県（ 3 人），長崎県
（ 5人），熊本県（ 1人），鹿児島県（ 1人）であっ
た。佐賀県，京都府，滋賀県内では実際には犠牲
者は発生せず，また，犠牲者の発生地点と犠牲者
発生可能性が相対的に高かったメッシュの位置が
厳密は一致してはいないが，大局的な傾向として
は整合性が取れていると考えている。
　犠牲者の発生地点における 7指標の既往最大比
を整理したものが表 2である。犠牲者が発生した
地点では，48時間，72時間降水量または土壌雨量
指数の既往最大比の値が 7指標の中で最大となっ
ており，多くの地点ではその値が100％を超えて
いた。No.6， 7 ，13の犠牲者の発生地点では，
7 指標既往最大比最大値が100％未満であった。
2．で説明したように，No.6の犠牲者（熊本県人
吉市の事例）は船の様子を見るために増水した球
磨川に接近して遭難している。No.7の犠牲者（広
島県東広島市の事例）は，田んぼの水を見に行っ
て河川に流されたと思われる。No.13（鹿児島県
日置市の事例）の犠牲者は，自宅付近の側溝に接
近したことで遭難している。このように， 7指標
既往最大比最大値が100％未満の地点で遭難した
事例では，犠牲者が増水した河川や水田等に接近
したことによって遭難してしまったと考えられ，
土砂災害や規模の大きい浸水に巻き込まれた事例
ではないと言えそうである。

図20　使用した犠牲者推計の評価関数

図21　 令和 3年 8 月の大雨（左）と平成30年 7 月豪雨（右）における 7指標既往最大比最大値から推計される
犠牲者発生数
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4. 2　平成30年 7月豪雨における犠牲者数の推計
　令和 3年 8月の大雨との比較として，平成30年
7 月豪雨での犠牲者数の推計結果を図21（右）に
示す。この図によると，広島県や岡山県，愛媛県
の他，兵庫県，大阪府，岐阜県などにおいて，
5 kmメッシュ内での犠牲者発生可能性として
0.10～1.0人あるいは1.0～5.0人といった推計値が
出ており，全国の合計値では115人という推計結
果であった。前述のように，平成30年 7 月豪雨で
実際に発生した犠牲者数は232名（2018年11月 6
日時点）であり，本手法による推計値の約 2倍の
値であった。実際に発生した犠牲者は，広島県，
岡山県，愛媛県が全体の 9割近くを占めており，
本手法の推計でもこれらの地域で多くの犠牲者が
発生する可能性があることを示唆している。一方
で，本手法の推計では，人口が多い大阪市や神戸
市の周辺で多くの犠牲者が発生する可能性がある
という結果が示されたが，実際には犠牲者はほと
んど発生しなかった。大都市部のような人口集中
地域においては，人口密集地近傍には土砂災害警
戒区域等が広がっていないこと，高層階に居住し
ている，またはそこへ避難することが可能な人が
多いため浸水が発生したとしてもただちに犠牲者
が発生する状況にはなりにくいことから，過大評
価となっている可能性がある。
　なお，著者らは令和元年台風19号や令和 2年 7

月豪雨でも同様の手法で犠牲者発生数の推計を
行っており，推計値は実際の犠牲者発生数のおお
よそ0.5倍～ 2 倍の範囲内となっていた。つまり，
本手法による犠牲者発生数の推計幅としては，0.5
～ 2 倍程度の差が生じ得ると言える。令和 3年 8
月の大雨による犠牲者発生数の推計値は25名で
あったが，推計幅を考慮すると12～50人程度の犠
牲者が発生する可能性があったとみなすことがで
きる。今回の豪雨事例による犠牲者発生数は13人
であったが，4. 1で示したようにそのうちの 3 人
は既往最大比が100％未満で土砂災害や規模の大
きい浸水に巻き込まれた事例ではなく，10名が
「豪雨災害による犠牲者」と捉えることができる。
この数字は推計精度の範囲をやや下回るものの，
大きく外れた結果ではないと言えよう。

4. 3　�2 つの豪雨事例における犠牲者発生数の
比較に関する考察

　これまでに述べたように，令和 3年 8月の大雨
は，大雨期間（11日間）の全国総降水量は平成30
年 7 月と匹敵する規模であったが，犠牲者数は
1/20程度に抑えられたことになる。この要因に
ついて，考察を加える。
　平成30年 7 月豪雨の犠牲者数は平成元年以降に
発生した風水害で最多となった9）こともあり，国
はその年の12月に「平成30年 7 月豪雨を踏まえた

表 2　 令和 3年 8月豪雨の犠牲者発生位置における 7指標既往最大比。単位は％。太字斜字は，既往最大比
100％以上を示す。

No. 被災月日 都道府県 
市町村 年齢 性別 原因 

外力 R03 R06 R12 R24 R48 R72 SWI

1 2021/8/13  4：10頃 長崎県雲仙市 67 男 土砂 65.9 100.5 124.2 147.8 151.2 158.7 124.4
2 2021/8/13  4：10頃 長崎県雲仙市 59 女 土砂 65.9 100.5 124.2 147.8 151.2 158.7 124.4
3 2021/8/13  4：10頃 長崎県雲仙市 32 女 土砂 65.9 100.5 124.2 147.8 151.2 158.7 124.4
4 2021/8/13  0：00頃 広島県安芸高田市 70代 男 土砂 124.5 97.2 94.8 96.8 118.0 129.0 100.6
5 2021/8/13  9：30頃 広島県広島市安佐北区 60代 女 河川 87.0 75.5 88.9 112.2 144.9 142.7 107.2
6 2021/8/14 10：25頃 熊本県人吉市 76 男 河川 31.4 33.3 31.4 40.3 47.3 49.9 60.9
7 2021/8/14  9：00頃 広島県東広島市 83 男 河川 54.1 45.6 47.3 59.4 70.2 84.4 79.1
8 2021/8/14  9：00頃 長崎県西海市 73 女 河川 101.9 135.0 153.8 179.4 180.7 211.2 182.7
9 2021/8/14  9：00頃 長崎県西海市 70 女 河川 101.9 135.0 153.8 179.4 180.7 211.2 182.7
10 2021/8/15  5：00頃 長野県岡谷市 41 女 土砂 87.0 71.3 102.7 108.2 112.9 100.3 103.6
11 2021/8/15  5：00頃 長野県岡谷市 12 男 土砂 87.0 71.3 102.7 108.2 112.9 100.3 103.6
12 2021/8/15  5：00頃 長野県岡谷市 7 男 土砂 87.0 71.3 102.7 108.2 112.9 100.3 103.6
13 2021/8/17 18：40頃 鹿児島県日置市 80代 女 河川 45.8 43.6 41.3 64.7 85.5 70.0 72.8
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水害・土砂災害からの避難のあり方について（報
告）」と題した報告書を公表した10）。その中で「今
後の水害・土砂災害からの避難対策への提言」と
して，住民は「自らの命は自らが守る」意識を持
ち自らの判断で避難行動をとることの重要性を打
ち出すとともに，防災情報を 5段階に分けて発表
する「警戒レベル」を導入するなど，住民の避難
を促進するための施策を打ち出した。令和 3年 8
月の大雨では総雨量が多くなった割には犠牲者数
が抑えられたのは，行政や地域による積極的な情
報提供や避難誘導の成果と指摘する向きもあ
る11,12）。
　一方で令和 3年 8月の大雨では，河川被害や土
砂災害の発生件数も限定的であった。 2つの豪雨
事例における犠牲者数や河川被害件数，土砂災害
発生件数などをまとめたものを表 3に示す。平成
30年 7 月豪雨では，全国で2,581件の土砂災害，
国及び都道府県管理の河川で合わせて91水系315
河川で洪水氾濫による浸水被害が発生していた7）。
しかしながら，令和 3 年 8 月の大雨では388件の
土砂災害，26水系67河川で氾濫・侵食による被害
であった。つまり，令和 3年 8月の大雨では，犠
牲者数だけではなく，河川被害件数や土砂災害発
生件数も平成30年 7 月豪雨の 2割前後と少なかっ
たことになる。すなわち，犠牲者の発生数が抑え
られたのは住民の避難がより促進されたためとい
うよりも，そもそも土砂災害や河川の氾濫といっ
た災害の発生規模が限定的であったためであるこ
とが考えられる。図20に示したように既往最大比
が150％を超えてくると犠牲者発生数が急増する
傾向にあるが，図18と図19を比較してもわかるよ
うに，令和 3 年 8 月の大雨では既往最大比が

150％を超えた領域は平成30年 7 月豪雨のときほ
ど拡がっておらず，河川被害や土砂災害の発生規
模が限定的であったこととも整合性が取れる。
　3. 2において，令和 3 年 8 月の大雨における既
往最大比を算出するにあたっては，それまでの既
往最大値の集計期間に平成30年 7 月豪雨の期間を
含めていることを説明した。つまり， 3年前と同
程度の豪雨規模であったとしても，既往最大値が
更新されるため，本手法による推計では想定され
る被害（犠牲者数）が少なくなることになる。実
際，これまでにも説明しているように，令和 3年
8月の大雨では平成30年 7 月豪雨ほどの被害は生
じていない。ここでは，災害が発生した後も既往
最大値を更新するべきか否かについて議論を行う。
　平成30年 7 月豪雨では広島県内の広域で甚大な
被害が発生した。令和 3年 8月の大雨では広島県
内で，平成30年 7 月豪雨に匹敵する規模の48時間，
72時間降水量や土壌雨量指数となっていたが（図
16，図17），既往最大比が100％を大きく超過した
のは広島県内の西部にとどまっており，人的被害
が発生したところも広島県西部であった。令和 3
年 8月の大雨と平成30年 7 月豪雨の広島県内での
被害を比較すると（表 4），河川被害件数，土砂
災害発生件数ともに令和 3年 8月の大雨では平成
30年 7 月豪雨の 1～ 2割程度の少なさであった。
豪雨によって土砂災害が発生した地域では，一度
崩落した斜面では土砂が流出したために次の崩落
が起きにくくなることが指摘されている13）。さら
には，崩落した斜面では対策工も実施される。洪
水氾濫に関しても，大規模な被害が発生するよう
な氾濫や堤防の決壊が発生すると，河川改修等の
治水対策が実施される。このように，豪雨によっ
て災害が発生した地域では斜面等の自然側に「免
疫性」がつくこと，社会側でも各種対策が実施さ

表 3　 令和 3年 8 月の大雨と平成30年 7 月豪雨
の比較

豪雨事例 令和 3年 8月の大雨 平成30年 7 月豪雨

豪雨期間 2021年 8 月11日 
～21日

2018年 6 月28日 
～ 7月 9日

河川被害件数 26水系67河川 91水系315河川
土砂災害
発生件数 388件 2,581件

犠牲者数 13名 232名
期間降水量 942億m3 約991億m3

表 4　 令和 3年 8 月の大雨と平成30年 7 月豪雨
の広島県内での被害の比較

豪雨事例 令和 3年 8月の大雨 平成30年 7 月豪雨
河川被害件数 6水系12河川 24水系106河川
土砂災害
発生件数 107件 609件

犠牲者数 3名 114名
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れることなどにより，同規模の降雨では被害が発
生しにくくなる，すなわちその規模の豪雨に対す
る「耐性」が備わると言えよう。このことからも，
犠牲者発生数の推計を行うにあたって参照してい
る既往最大値を豪雨災害の後に更新することは問
題ないと考えている。
　以上の考察をまとめると，令和 3年 8月の大雨
では，大雨期間の総降水量は平成30年 7 月豪雨に
匹敵する規模ではあったものの，各々の地点にお
ける各降雨指標，つまり48時間降水量や72時間降
水量，土壌雨量指数がそれまでの観測値の150％
超といった大幅に超えるような降り方とはならな
かったために，土砂災害や河川氾濫の発生が限定
的となり，その結果として犠牲者数の発生が抑え
られたと考えられる。

5 ．まとめ
　本稿では，令和 3年 8月によって生じた犠牲者
の遭難状況の概略を報告した。 8月13日から 8月
17日にかけて，全国で 8箇所13人が発生し，発生
原因外力別の内訳は，「土砂」7 人，「河川」6 人
であった。
　令和 3年 8月の大雨での総降水量は，平成30年
7 月豪雨の95％に相当し，総降水量としては匹敵
する規模になっていた。大雨期間における複数の
降雨継続時間降水量や土壌雨量指数を算出したと
ころ，九州地方北部や中国地方西部，岐阜県や長
野県の地域を中心に，48時間降水量や72時間降水
量といった長時間降水量の指標で既往最大値を超
過していた。そして，これらの地域で河川からの
氾濫，土砂災害による犠牲者が発生していた。こ
の結果は，著者らが分析した平成30年 7 月豪雨，
令和元年台風19号，令和 2年 7月豪雨と同様の傾
向であった。
　犠牲者が発生した地点の多くでは，48時間，72
時間降水量などで既往最大比が100％を超えてい
た。 7 指標既往最大比最大値が100％未満の地点
で遭難した事例では，土砂災害や規模の大きい浸
水に巻き込まれた事例ではないと思われる。
　過去 3事例の豪雨事例をもとに， 7指標既往最
大比最大値別の人口 1万人あたり犠牲者発生数の

評価関数を作成し，令和 3年 8月の大雨に適用し
たところ，犠牲者発生数の推計値は25名となり，
実際に発生した犠牲者数の 2倍程度の値となった。
過去の豪雨事例への適用でも推計値の精度は0.5
倍～ 2倍の範囲内となっており，本事例において
も推計精度の範囲内であったと言える。
　大雨期間中の総降水量が匹敵する規模であった
にも関わらず，令和 3年 8月の大雨では，平成30
年 7 月豪雨に比べて犠牲者数が1/20程度に抑え
られた。その理由は，各々の地点における各降雨
指標，つまり48時間降水量や72時間降水量，土壌
雨量指数がそれまでの観測値の150％超といった
大幅に超えるような降り方とはならなかったため
に，土砂災害や河川氾濫の発生が限定的となった
ことが考えられる。
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要　　旨

　令和 3年 8 月の大雨では，西日本から東日本の広い範囲で大雨が続き，総降水量が多いとこ
ろで1,400 mmを超える記録的な降水量となり，全国での総降水量は平成30年 7 月豪雨と匹敵す
る規模となった。筆者らが過去の豪雨事例の分析結果をもとに， 3， 6，12，24，48，72時間
の降雨継続時間降水量や土壌雨量指数といった 7つの降雨指標の既往最大比最大値から犠牲者
の発生数を推計した結果25人程度なり，実際に発生した犠牲者数はそれの約50％である13人で
あった。全国における総降水量が多かったにも関わらず，この大雨による犠牲者数は平成30年
7 月豪雨の1/20程度に抑えられた。今回の大雨では，各々の地点における48時間降水量や72時
間降水量，土壌雨量指数がそれまでの観測値の150％超といった大幅に超えるような降り方とは
ならなかったために，土砂災害や河川氾濫の発生が限定的となり，犠牲者数の発生が抑えられ
たとみられる。

本間・牛山：令和 3年 8月の大雨での降水量と犠牲者発生の関係性の検証18


